
石川県流域下水道事業の業務状況の公表 

 

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第40条の２第１項の規定により、石川県流域下水道事業の令和４

年10月１日から令和５年３月31日まで（以下「下半期」という。）の業務の状況を次のとおり公表する。 

 

令和５年７月６日 

 

石川県知事  馳  浩   

 

１ 事業の概要 

昭和58年度より流域下水道事業に着手し、現在、犀川左岸流域下水道（犀川左岸処理区）、加賀沿岸流域

下水道（梯川処理区）及び加賀沿岸流域下水道（大聖寺川処理区）で事業を実施しています。 

このうち、梯川処理区は平成元年4月に、犀川左岸処理区は平成6年12月に、大聖寺川処理区は平成7年12

月に供用開始しています。 

 

●事業の概要 

区 分 
加賀沿岸流域下水道 

（梯川処理区） 

加賀沿岸流域下水道 

（大聖寺川処理区） 

犀川左岸流域下水道（犀川

左岸処理区） 

着 手 年 度 昭和58年度 昭和63年度 昭和62年度 

供用開始年月 平成元年４月 平成７年12月 平成６年12月 

管 渠 延 長 34km 17km 23km 

処 理 場 翠ヶ丘浄化センター 大聖寺川浄化センター 犀川左岸浄化センター 

ポ ン プ 場 ６ケ所 ２ケ所 － 

水処 理 方式 標準活性汚泥法 標準活性汚泥法 標準活性汚泥法 

汚泥処理方式 濃縮→消化→脱水→乾燥 濃縮→消化→脱水 濃縮→消化→脱水 

処 理 能 力 43,000㎥/日 18,400㎥/日 50,300㎥/日 

関 係 市 小松市、能美市、白山市 加賀市 金沢市、白山市、野々市市 

（注）管渠延長及び処理能力は、令和５年４月１日現在です。 

 

●年度別処理水量 

（単位：㎥） 

年度 
加賀沿岸流域下水道 

（梯川処理区） 

加賀沿岸流域下水道 

（大聖寺川処理区） 

犀川左岸流域下水道 

（犀川左岸処理区） 
合計 

平成30 8,625,251 3,036,834 13,815,834 25,477,919 

令和元 8,347,112 2,916,874 13,580,720 24,844,706 

令和２ 8,916,161 2,999,691 14,345,165 26,261,017 

令和３ 9,044,677 3,005,174 14,368,315 26,418,166 

令和４ 9,051,018 2,995,343 13,984,893 26,031,254 

 



２　下半期における業務状況

　　下半期における実績処理水量は、1,315万立方メートルとなりました。

　

  （単位：ｍ3）

上半期計 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 下半期計 合　計

12,885,481 2,180,666 2,045,741 2,471,696 2,284,838 2,048,960 2,113,872 13,145,773 26,031,254

13,097,118 2,137,925 2,249,795 2,407,367 2,348,867 2,059,410 2,117,684 13,321,048 26,418,166Ｒ３年度

区　分

Ｒ４年度
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●　過去３か年の収支決算

令和２年度 ３年度 ４年度(見込)

流域下水道事業収益 3,899 3,672 3,502

流域下水道事業費用 3,610 3,270 3,267

 　収支差 289 402 235
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３　下半期における予算の執行状況

　(1) 収益的収入及び支出 (単位：千円)

区 分 予 算 額 Ａ 下半期執行額 累 計 Ｂ 執行率Ｂ／Ａ

3,769,163 2,572,871 3,666,685 97.3%

営 業 収 益 1,761,436 781,152 1,661,871 94.3%

営 業 外 収 益 2,007,727 1,791,719 2,004,814 99.9%

3,510,487 2,833,193 3,419,525 97.4%

営 業 費 用 3,350,437 2,724,196 3,269,383 97.6%

営 業 外 費 用 160,050 108,997 150,142 93.8%

　収入の主なものは、関係市からの維持管理負担金です。

　支出の主なものは、指定管理委託料や減価償却費です。

　(2) 資本的収入及び支出 (単位：千円)

区 分 予 算 額 Ａ 下半期執行額 累 計 Ｂ 執行率Ｂ／Ａ

(441,428) (360,167) (360,167) (81.6%)

933,775 292,576 292,576 31.3%

(84,000) (70,457) (70,457) (83.9%)

198,000 82,000 82,000 41.4%

(273,941) (219,767) (219,767) (80.2%)

567,805 156,156 156,156 27.5%

(83,487) (69,943) (69,943) (83.8%)

166,170 53,609 53,609 32.3%

1,800 811 811 45.1%

(441,428) (359,654) (360,167) (81.6%)

1,494,292 558,583 852,721 57.1%

(441,428) (359,654) (360,167) (81.6%)

936,275 277,616 294,704 31.5%

企 業 債 償 還 金 558,017 280,967 558,017 100.0%

　(　　)は、令和３年度からの繰越予算に係るもので、外数です。

  収入の主なものは、国交付金、関係市からの建設負担金及び令和３年度及び令和４年度同意

（許可）債の受入れです。

　支出の主なものは、設備の更新費及び企業債の元金償還分です。
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４　資産、負債及び企業債の状況

　　下半期における資産、負債及び企業債の増減は、次のとおりです。

　(1) 資　産
（単位：千円）

増加額(B) 減少額(C)

固 定 資 産 45,375,079 45,391,028 585,952 1,893,201 44,083,779

流 動 資 産 1,862,899 914,925 3,250,598 2,708,098 1,457,425

計 47,237,978 46,305,953 3,836,550 4,601,299 45,541,204

　固定資産の増加額は、設備の更新費に係るものです。

　固定資産の減少額の主なものは、減価償却による資産減耗分です。      　　

　流動資産の増減額の主なものは、預金、未収金及び前払金です。      　　

　(2) 負　債
（単位：千円）

増加額(B) 減少額(C)

固 定 負 債 5,855,364 5,855,364 172,029 533,478 5,493,915

流 動 負 債 1,785,382 384,648 2,050,491 1,142,631 1,292,508

繰 延 収 益 31,450,333 31,450,333 491,793 1,569,664 30,372,462

計 39,091,079 37,690,345 2,714,313 3,245,773 37,158,885

　固定負債の増加額の主なものは、企業債の借入によるものです。

　固定負債の減少額の主なものは、令和５年度償還予定企業債を流動負債に振り替えたものです。

  流動負債の増加額の主なものは、未払金です。

  流動負債の減少額の主なものは、企業債の定期償還分及び未払金です。

　うち企業債
（単位：千円）

増加額(B) 減少額(C)

財 務 省 2,401,057 2,247,790 149,457 155,257 2,241,990

地方公共団体金融機構 3,501,447 3,379,159 0 123,635 3,255,524

北 國 銀 行 261,755 260,260 0 2,075 258,185

は く さ ん 信 用 金 庫 159,000 159,000 3,000 0 162,000

計 6,323,259 6,046,209 152,457 280,967 5,917,699

　増加額は、令和３年度及び令和４年度同意(許可)債受入分です。

　減少額は、定期償還分です。
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５　令和５年度当初予算の概要及び事業の経営方針

(1)予算の概要

ア　収益的収入及び支出
（単位：千円）

予　定　額 予　定　額

3,671,183 3,497,127

営 業 収 益 1,796,896 営 業 費 用 3,357,905

営 業 外 収 益 1,874,287 営 業 外 費 用 139,222

イ　資本的収入及び支出
（単位：千円）

予　定　額 予　定　額

1,365,000 1,885,915

企 業 債 317,000 建 設 改 良 費 1,369,713

国 庫 補 助 金 794,500 企 業 債 償 還 金 516,202

建 設 負 担 金 252,750

他 会 計 補 助 金 750

　　金額は、消費税及び地方消費税を含んだ額となっています。

　　資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額520,915千円は、過年度分損益勘定留保資金

　356,889千円、当年度分損益勘定留保資金150,161千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本

　的収支調整額13,865千円で補てんするものとします。

(2) 令和５年度事業の経営方針

ア　流域関連市

　　　金沢市ほか５市

イ　一日平均処理水量

　　　87,415立方メートル

ウ　年間総処理水量

　　　31,994,000立方メートル

エ　維持管理負担金単価

　　　加賀沿岸流域下水道（梯川処理区）　　　　57.1円（１立方メートル当たり）

　　　加賀沿岸流域下水道（大聖寺川処理区）　　91.0円（１立方メートル当たり）

　　　犀川左岸流域下水道　　　　　　　　　　　45.0円（１立方メートル当たり）
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